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【Ⅰ．業務委託概要】 

１．業務の目的 

本業務は、本市における下水道施設のライフサイクルコストの最小化や、計画的な予防保全による

安全性の確保を目指した下水道施設の管理計画立案を目的とし、供用済みである管路施設、ポンプ場

に対して『下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版-』（「ＳＭガイド

ライン」とする）に基づき、ストックマネジメント計画を策定するものである。 

従来の管理手法：個別的、事後保全的な管理 

ＳＭの管理手法：下水道施設全体を対象に保全区分別の管理 

①リスク評価等による優先順位付け 

②長期的な改築事業のシナリオ設定 

③点検・調査計画の策定 

 

【状況変化の因子】 
増加する資産数 
老朽化の進行 
更新費用の増加 etc 

図 1-1-1 従来計画からＳＭ計画への管理手法移行イメージ 

令和５年度 御所市公共下水道施設 ストックマネジメント計画策定業務委託 概要版 

２．業務委託概要 

 

(1) 業務委託名：御所市公共下水道施設ストックマネジメント計画策定業務委託  

   

(2) 委託場所 ：御所市内一円  

   

(3) 発注者  ：御所市 都市整備課  

   

(4) 受託者  ：日本水工設計株式会社 大阪支社 

   

(5) 工期   ：令和 4年 6月 30 日～令和 6年 3月 31 日  

   

(6) 業務概要 ：ストックマネジメント計画策定業務 

①管路施設（全体計画の策定）                  一式  

②ポンプ場施設（全体計画および修繕・改築計画の策定） 一式  

③下水道台帳システム再構築              一式 

：管路施設および 

 ポンプ場施設 

 

：ポンプ場施設のみ 

図 1-2-1 ストックマネジメントの実施フローと今回業務の範囲 

「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版-平成 27 年 11 月」 
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 図 2-1-1 ストックマネジメントの実施フローと管路ＳＭ計画の範囲 

「下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版-平成 27 年 11 月」 

【Ⅱ．管路施設ＳＭ計画（全体計画）】 

１．はじめに 

ストックマネジメント全体計画（管路施設）は、長期的視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進捗

状況を考慮し、リスク評価等による優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査計画を立案し、施

設全体を対象とした施設管理を最適化することを目的として策定する。  

リスク評価や優先順位の設定等において、枝線については、処理分区等ある程度まとまったブロック

単位で検討・評価を行うものとする。 

２．対象施設 

 下水道管路台帳データによる管路敷設延長は約 80km であり、全体の約 13％が幹線となっている。 

 この管路台帳データを用いて計画を策定した。 

表 2-2-1 委託対象（管路施設） 

図 2-2-1 御所市における既設下水道管路延長 
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３．リスク評価 

管路のリスク評価にあたっては、被害規模（影響度）と発生確率（不具合の起こりやすさ）に基づ

きリスク評価を行った。  

今回計画では被害規模（影響度）はランク付けによる数値化を基本として行ったが、評価項目は

「管口径」だけではなく「機能上重要な施設」、「社会的な影響が大きな施設」、「事故時の対応が難し

い施設」などの施設特性を考慮する「やや詳細」な手法により検討を行った。 

表 2-3-1 リスク評価の手法 

図 2-3-1 管路施設の不具合発生時の影響と評価項目の階層図 

被害規模（影響度）は、３階層に分け、各階層の評価項目ごとにリスク値を設定した。 

階層１～３のリスク値をかけ算し、評価項目のリスク値（影響度）を算出、管路の全スパンに対して

リスク値を設定した。 

各項目のリスク値（影響度）＝階層１リスク値×階層２リスク値×階層３リスク値 

表 2-3-2 被害規模（影響度）の評価項目 

表 2-3-3 被害規模（影響度）の評価結果 
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発生確率（不具合の起こりやすさ）は、管渠の経過年数に比例すると仮定し「国土技術政策総合研

究所の健全率予測式（健全率曲線）」に基づき算出を行った。 

改築が必要となるのは、緊急度Ⅰおよび緊急度Ⅱに該当する管路であることから、健全率曲線の緊

急度Ⅰと緊急度Ⅱを合わせた健全率を利用したものである。 

発生確率（不具合の起こりやすさ）＝１－健全率 

図 2-3-2 健全率予測式（健全率曲線） 

影響度と発生確率からリスクの大きさをスパンごとに評価した。リスクの大きさは数値化した「影

響度の合計点」と「発生確率」のかけ算によりリスク評価値を算出した。 

このリスク評価値を処理分区ごとに集計し、値が大きいほど優先度が高いとして順位を決定した。 

図 2-3-3 リスク評価値の算出例 
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図 2-3-4 管路のリスク評価結果（リスクランク毎の着色） 
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マンホールふたのリスク評価は、マンホールふたの点検・調査資料より蓋の材質や構造に関する情

報を入手のうえ、これまでに設置されている蓋の種類を整理した「マンホールふた変遷表」を作成

し、施設の性能・機能を分類して評価した。 

図 2-3-5 マンホール蓋変遷表 

影響度のランクについては、マンホールふたの性能・機能より分類したマンホールふたのタイプに

合わせて 4段階評価で設定した。 

 

発生確率については、マンホールふたの設置年度より設定した。 

経過年数のランク付けは、影響度ランクに合わせて 4段階評価にて設定した。 

 

表 2-3-4 影響度ランク（マンホールふた） 

表 2-3-5 発生確率（マンホールふた） 

リスク評価は、影響度ランクと発生確率ランクのマトリクスにより算出した。 
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図 2-3-6 マンホールふたのリスク評価結果（リスクランク毎の着色） 
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４．管理方法の選定 

管理方法は、大きく予防保全管理と事後保全管理に大別でき、予防保全は、寿命を予測し異状や故

障に至る前に対策を実施する管理方法であり、状態監視保全と時間計画保全に分類される。 

図 2-4-1 管理方法の選定フロー 

事後保全は、異状の兆候や故障の発生後に対策を行う管理方法である。  

今回計画では、管路施設の劣化状態を把握し、予防保全型の施設管理を行うことを目的に、下表に

示す管理方法とした。 

調査により劣化状況の把握が可能な「管渠（自然流下管）」、「マンホール」および「マンホールふ

た」は状態監視保全とし、劣化状況の把握が困難な「圧送管」は時間計画保全とした。 

表 2-4-1 管理方法の選定フロー 

５．長期的な改築事業のシナリオ設定 

管渠の改築シナリオの設定にあたり必要となる健全率予測は、前述の国土技術政策総合研究所が公

表している健全率予測式（2021 年公表）を活用した。 

マンホールふたの改築シナリオの設定にあたり必要となる健全率予測は、下水道新技術推進機構が

2012 年に出版した「下水道用マンホールふたの計画的な維持管理と改築に関する技術マニュアル」

に掲載されている健全率予測式を活用した。 

【管路の採用シナリオ】 

年当たりの投資額が平準化され、健全率も概ねが平準化できるシナリオ４－２（予算制約下で改築 

1.5 億円／年）を推奨シナリオとした。 

表 2-5-1 シナリオ選定表（管渠） 

図 2-5-1 採用シナリオ（管渠）：シナリオ 4-2（予算制約 1.5 億円/年にて改築） 
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【マンホールふたの採用シナリオ】 

年当たりの投資額が概ね平準化され、健全率も概ねが向上していくシナリオ４－3（予算制約下で

改築 20 百万円／年）を推奨シナリオとした。 

図 2-5-2 採用シナリオ（マンホールふた）：シナリオ 4-3（予算制約 20 百万円/年にて改築） 

表 2-5-2 シナリオ選定表（マンホールふた） 

【コスト縮減額】 

採用シナリオにおけるコストの縮減額を示す。  

コストの縮減額は単純改築シナリオ 1-1（標準耐用年数）の平均投資額から採用シナリオの平均投

資額を引いた値である。 

表 2-5-3 採用シナリオにおけるコスト縮減額 
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６．点検・調査計画 

 6-1.点検・調査の頻度と優先順位 

 【一般環境下】 

一般環境下の「幹線」を重要施設に、「枝線」を一般施設に位置付け、巡視・点検を設定した。  

管渠・マンホール躯体の調査は巡視・点検で異状が確認された時点で実施ものとした。  

マンホールふたの点検については、巡視で異状が確認された時点で実施するものとした。 

なお、優先順位はリスク評価の結果を用いて順位付けを行った。 

 【腐食環境下】 

腐食環境下における管渠及び人孔の点検頻度は、下水道法の施行令に定められた「5年に 1回以

上」を順守し設定した。 

なお、腐食環境下の管渠はスパン数が比較的少ないため、 まとめて点検（5年に 1回をまとめ

て）を実施するものとした。 

 6-2.点検・調査の方法 

 一般環境下では巡視・点検（巡視、管口カメラ点検）を行い、異常が見られた箇所を調査（テレビ

カメラ調査）で対応することを基本方針とする。  

但し、本市では現在まで管路内調査の実績に乏しいことから、当初５年間においては管路内点検の

手法として近年実績が増えつつある「直視テレビカメラ」による点検を実施し、管内状況の傾向把握

も併せて行う方針とする。  

腐食環境下の管路についても同様の方針とするが、圧送管については、点検・調査方法が開発中で

あるため対象外（当面は「時間計画保全」施設と位置付ける）とする。 
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表 6-3-1 今後 15 年間の点検・調査にかかる概算費用（管渠、マンホール、マンホールふた） 

 

 6-3.点検・調査計画の策定 

 今後 15 年間の巡視・点検および調査にかかる概算費用を下表に示す。なお、当初５年間の管渠点検は「直視テレビカメラ」による全数点検を想定する。  

当初５年間の年あたり平均費用は 1730 万円/年 程度、15 年間での年あたり平均費用は 1250 万円/年 程度となる。 
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図 6-3-1 腐食環境下の巡視・点検時期（5年周期） 
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図 6-3-2 重要施設（幹線）の巡視・点検時期（7年周期） 
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図 6-3-3 一般施設（枝線）の巡視・点検時期（15 年周期） 
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１．はじめに 

ストックマネジメント全体計画（ポンプ場施設）は、長期的視点で下水道施設全体の今後の老朽化

の進捗状況を考慮し、リスク評価等による優先順位付けを行ったうえで、施設の点検・調査計画を立

案し、施設全体を対象とした施設管理を最適化することを目的として策定する。  

またストックマネジメント実施計画（ポンプ場施設）は、実際に行った点検・調査の結果をもとに

今後５年間における修繕・改築計画の策定を行うものである。 

２．対象施設 

 今回対象は西御所ポンプ場、マンホールポンプ場 6か所である。西御所ポンプ場については、平成 7年

に設置された施設であり概ね 30 年が経過している。以下に対象施設の概要、対象施設配置図を示す。 

図 3-1-1 ストックマネジメント計画策定フロー 

図 3-2-1 対象施設配置図 

【Ⅲ．ポンプ場ＳＭ計画（全体計画・実施計画）】 

出典）御所市流域関連公共下水道事業計画 変更協議申出書 R5 年度 
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施設名称 

工種別資産数 

合計 
土木 建築 

建築 

機械 

建築 

電気 
機械 電気 

西御所ポンプ場 40 13 5 5 38 29 130 

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場 - - - - 12 24 36 

合計 40 13 5 5 50 53 166 

機 能 面 1 2 3 4 5 

人的被害 

処理機能面 

水処理機能 

用水機能 

その他機能 

汚泥処理機能 水処理機能 

（OD 槽・終沈） 

揚水機能 

消毒機能 

受変電設備 

自家発電設備 

中央監視制御設備 

計装設備 

管理棟 

汚泥処理棟 

 

必要最低限以外の

処理機能のため。 

汚泥処理機能確保

のため。 

一次処理機能のた

め。 

必要最低限の処理

機能のため。 

施設稼働に必要な

機能のため。 

人命または外傷を

与える危険性が高

いため。 

 

ユニット 機械 

ゲート設備 

 

土木 

付帯 

場内整備 

 

建築 

付帯 

建築設備 

建築設備 

 

 機械 

沈砂池設備 

 

機械 

ポンプ設備 

MP 設備 

 

 

電気 

受変電設備 

 自家発電機設備 

 

 

建築、土木 

躯体 

 

評  価 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 

３．リスク評価 

リスク評価にあたっては、「被害規模（影響度）」と「発生確率（不具合の起こりやすさ）」に基づき、リス

クが発生した場合の被害規模と発生確率をそれぞれランク化してリスクの大きさを評価した。 

リスクの大きさは、以下のリスクマトリクスにより評価を行った。 

下水道の資産は、それぞれが密接に連携す

ることでシステムを構築し、その機能を発

揮する。 

 そのため、改築更新を行う際にも、資産

単体の更新ではなく、ある程度の同一機能

を有した資産を「検討ユニット」として位

置づけ、リスク評価や改築シナリオの検討

を行った。 

図 3-2-2 検討ユニットイメージ図（ユニット：汚水ポンプの場合） 

（1）被害規模（影響度）の検討 

  被害規模（影響度）は、設定した検討ユニットに対し、「機能面」、「能力面」および「コスト面」を総合

評価して設定した。 

「機能面」：「能力面」：「コスト面」＝1：1：1とし、合計の最大値は『3.0』とした。 

図 3-3-1 リスクマトリクス 

表 3-2-1 資産数（機器数）集計表 

表 3-3-2 被害規模のランク付け 

 「機能面」は、設備の不具合・災害の発生によってもたらす人的被害、環境・水質汚染や処理機能などの

影響を考慮し、表 3-2 のように設定した。 

表 3-3-3 機能面のランク付け 

低 高 

 対象施設の資産状況を以下に示す。 

表 3-3-1 リスク評価の方法 
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職種 項目 能力面 

土木 
躯体 1.0 

付帯・場内整備 0.2 

建築 
躯体 1.0 

付帯 0.2 

建築設備 （すべて） 0.2 

機械 （すべて） 系列数より算出 

電気 
受変電・監視制御設備 1.0 

自家発電設備 0.5 

 「能力面」は、全体の処理機能に対して各設備・各系列の処理能力が占める割合の大きさを考慮し、以

下例のように算出した。 

 なお、機械・電気設備のユニットに付随していない土木・建築付帯設備の能力面の影響度は、他の設備 

と比較して処理機能に与える影響が低いと考えられるため、影響度を一律 0.2 に設定した。  

  また、自家発電設備は非常用の設備であり、常用の受電設備の予備機（常用・非常用の 2系列）と考え、 

影響度を 0.5 に設定した。 

図 3-3-2 系列数評価例 

表 3-3-4 能力面のランク付け 

「コスト面」は、改築費用を概算事業費とし、概算事業費が最大となる検討ユニットに対する各設備の概算

事業費が占める割合によって評価する。  

ただし、概算事業費が最大となる検討ユニットの選出は、概算事業費が他ユニットと比較して極端に高額

である躯体は除外し、設備系のユニットより選出する。 

本市では、西御所 P_No.3 雨水ポンプ設備が設備系の内最も概算事業費が高価となり、¥355.1 百万円とな

る。 この金額を「1」として、他検討ユニットの割合がどの程度かで評価する。  

評価例として、西御所 P_沈砂池設備の評価は、概算事業費が¥125.7 百万円となり、西御所 P_No.3 雨水ポ

ンプ設備に対して、¥125.7／¥355.1≒0.35 といった評価になる。 

（2）発生確率の検討 

  発生確率は、検討ユニットの主機における標準耐用年数および目標耐用年数により設定する。 

  目標耐用年数は、各種文献や事例を参考に設定を行うものとした。 

表 3-3-5 発生確率のランク付け 

表 3-3-6 目標耐用年数（建築設備）

 

表 3-3-7 目標耐用年数（機械設備） 表 3-3-8 目標耐用年数（電気設備） 
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表 3-3-9 リスク評価結果（西御所ポンプ場） 

 

表 3-3-9 リスク評価結果（マンホールポンプ） 
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本計画では下表に示す管理区分を設定した。 
４. 長期的な改築事業シナリオのとりまとめ 

（1）管理方法の選定 

管理方法は、大きく予防保全管理と事後保全管理に大別でき、予防保全は、寿命を予測し異状や故 

障に至る前に対策を実施する管理方法であり、状態監視保全と時間計画保全に分類される。 

図 3-4-1 管理方法の選定フロー 

表 3-4-1 管理方法の考え方 

表 3-4-2 管理方法の区分（土木、建築、建築設備） 
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（2）最適な改築シナリオの設定 

  「検討ユニット」が標準または目標耐用年数に達したら改築するシナリオや、年間事業費の上限の中で

リスクスコアの高いものから優先的に改築するシナリオを検討した。 

表 3-4-3 管理方法の区分（機械設備、電気設備） 

【西御所ポンプ場の採用シナリオ】 

  対象の機場が 1 か所であり、改築工事は可能な限り一括で行うことが望ましいこと。また、リスク評価

ランク５の再発を防止できることから「目標耐用年数での改築」シナリオを推奨シナリオとした。 

   

図 3-4-2 採用シナリオ（西御所ポンプ場：シナリオ 2（目標耐用年数にて改築） 
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項  目 

単純改築シナリオ 

（標準耐用年数） 

年平均投資額① 

採用シナリオ 

年平均投資額② 

コスト縮減額 

①-② 

ポンプ場 

改築シナリオ 
69 百万円/年 48 百万円/年 21 百万円/年 

マンホールポンプ場 

改築シナリオ 
5 百万円/年 4 百万円/年 1 百万円/年 

計 22 百万円/年 

５. コスト削減効果 

以下表に単純改築によるシナリオと採用シナリオのコスト削減効果を示す。 

【マンホールポンプの採用シナリオ】 

  対象の機場が比較的少なく、目標耐用年数を超える運用は可能な限り避けることが望ましいこと、

また、リスク評価ランク５の再発を防止できることから「目標耐用年数での改築」シナリオを推奨シ

ナリオとした。 

 

図 3-4-3 採用シナリオ（マンホールポンプ：シナリオ 2（目標耐用年数にて改築） 

(3)点検・調査範囲の設定 

  修繕・改築計画の策定」に向けての計画範囲（調査範囲）は各採用シナリオのうち、今後 10 年に挙が

ってくる検討ユニットを対象とする。 

表 3-4-5 コスト縮減額 

表 3-4-4 計画範囲（調査範囲）西御所ポンプ場 表 3-4-5 計画範囲（調査範囲）マンホールポンプ 



22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６．点検・調査計画 

 6-1.点検・調査の頻度と優先順位 

 点検については、現状、西御所ポンプ場およびマンホールポンプ場は適切な管理が行われているた

め、現状の巡回頻度を踏襲した点検頻度とした。 

 調査について、対象資産は「状態監視保全設備」とし、国土交通省で定められている標準耐用年数内

に 1 回程度、または日常点検にて不具合が見られた際に実施することとした。躯体については、10 年

に 1度程度視覚調査を行い、異状が確認された際にははつり調査を実施することとした。 

 なお、優先順位はリスク評価の結果を用いて順位付けを行った。 

 

6-2.点検・調査の方法 

 点検・調査の方法は以下のとおりとした。  

  ○点検方法：五感や各種計器の指示計、簡易な工具・計測機器等を用いて行う。  

  ○調査方法：視覚・聴覚・触覚等の五感による定性的な調査、測定装置を用いた定量的な調査、設備

の分解を伴う調査から各設備に即した調査方法を計画する。 

表 3-6-1 点検頻度 

表 3-6-2 調査頻度（西御所ポンプ場） 

表 3-6-3 調査頻度（西御所ポンプ場の躯体） 

表 3-6-4 調査の優先順位 

6-3.点検・調査計画の策定 

 「対象施設・実施時期」及び「点検・調査の方法」を踏まえ、調査計画の概算費用を算出した。  

※１ 調査費用はメーカーヒアリングした視覚調査の金額である。  

※２ 今回の計画策定業務にて調査を行う機器の調査費用は 0円とするが、本計画以降の調査は別途必要

として計上している。 

表 3-6-5 調査の方法 
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７．点検・調査の実施 

 改築シナリオを踏まえた点検・調査範囲のユニット（今後 10 年間の改築対象ユニット）の対象範囲

に対して調査を行った。 

 「状態監視保全設備」に対して行った調査の所見の抜粋を下記に示す。 

表 3-8-1 健全度判定区分 

８．修繕・改築計画の策定 

 点検・調査結果に基づき施設の劣化状況を把握し、長期的な改築事業のシナリオ設定を踏まえ、修繕・

改築計画を策定する。 

8-1.健全度の判定 

 「状態監視保全設備」の劣化状況を数値化した指標として、健全度を使用する。健全度は、評価する対

象物が有する機能、社会適合性の状態を表す指標である。 

8-2.対策必要性の検討 

 診断結果から下記条件のもと、ストックマネジメント計画期間内（2024（令和 6）～2028（令和 10）

年度）に改築による措置が必要となる対象資産の抽出を行った。その手法は下表のとおりである。 

表 3-8-2 対策必要性の判断基準 

図 3-8-1 健全度予測のイメージ 
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表 3-8-3 【西御所ポンプ場】対策の必要性検討結果一覧（結果：更新、長寿命化抜粋） 
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表 3-8-4 【マンホールポンプ場】対策の必要性検討結果一覧（結果：更新抜粋） 
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表 3-8-5 対策検討結果一覧（状態監視保全）抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8-3.長寿命化対策検討対象資産の選定検討 

  状態監視保全設備について、部品単位の健全度判定結果および健全度推移を踏まえて LCC（ライフサイクルコスト）比較を行い、「更新」あるいは「長寿命化（延命化）」を決定した。 

  No3 雨水ポンプにおける部品単位の健全度推移結果と LCC 比較結果を以降に示す。 
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図 3-8-2 LCC 比較検討（西御所ポンプ場：No3 雨水ポンプ）の例 

【ＬＣＣ比較の例：No3 雨水ポンプ】 

 

●アクション 1：更新シナリオ 

各部品のうち、どれか一つの健全度が 2以下になった時点で設備単位にて更新する。 

●アクション 2：長寿命化シナリオ 

各部品のうち、どれか一つの健全度が 2以下になった時点で部品交換を行って健全度を回復させ、設備単位の更新が必要な状態※1になるまで長寿命化する。  

長寿命化検討対象の設備に設定した各アクションにおける健全度予測を行い、評価期間（設備のライフサイクル）を算出する。 

※1：特に設備の根幹を構成する部品の健全度が 2以下になる場合や、健全度が 2以下になった部品が生産中止で交換不可能な状態などを指す。 
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8-4.事業スケジュール（案） 

  ここまでの検討を踏まえ、事業スケジュールを以下のとおり作成した。 
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表 3-8-6 申請書概算金額内訳 

ストックマネジメント計画書 

事業スケジュールの概算内訳 （1） （1） （3） （4） （5） （6） （7） 

処理場・ 
ポンプ場等 
の名称 

（1） 

対象施設 
設置 
年度 

供用 
年数 

施設能力 
概算 
費用 

（百万円） 
保全
区分 

機器 
番号 

施設名 
事業スケジュー

ル工事番号 
概算費用 
（百万円） 

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ
工事毎概算 

備考 

西御所 
ポンプ場 雨水 負荷設備 1994 29 － 36 

時間 160002 西御所 P_低圧動力盤 西御所 P② 30.0 

91.0 

 

時間 160003 西御所 P_No.1 動力制御盤 西御所 P② 2.0 撤去のみ 

時間 160004 西御所 P_No.2 動力制御盤 西御所 P② 2.0 撤去のみ 

時間 160005 西御所 P_No.3 動力制御盤 西御所 P② 2.0 撤去のみ 

西御所 
ポンプ場 

雨水 監視制御設備 1994 29 － 67 

時間 160001 西御所 P_引込開閉器箱 西御所 P② 2.0 撤去のみ 

時間 160010 西御所 P_流入ゲート現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160011 西御所 P_調整池流出ゲート現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160013 西御所 P_No.1 雨水ポンプ現場操作盤 西御所 P② 7.0  

時間 160015 西御所 P_冷却水揚水ポンプ現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160016 西御所 P_燃料移送ポンプ現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160017 西御所 P_空気圧縮機現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160019 西御所 P_放流ゲート現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160020 西御所 P_雑電源盤 西御所 P② 4.0  

時間 160021 西御所 P_冷却水切替弁現場操作盤 西御所 P② 6.0  

時間 160014 西御所 P_No.3 雨水ポンプ現場操作盤 西御所 P③PE 6.0 
12.0 

 

時間 160018 西御所 P_床排水ポンプ現場操作盤 西御所 P③PE 6.0  

西御所 
ポンプ場 

雨水 雨水ポンプ設備 1994 29 2.78m3/秒 57 状態 150013 西御所 P_No.3 雨水ポンプ 西御所 P③PM 57.0 

61.0 

長寿命化 

       事後 150036 西御所 P_No.1 床排水ポンプ 西御所 P③PM 1.0  

       事後 150037 西御所 P_No.2 床排水ポンプ 西御所 P③PM 1.0  

       事後 150025 西御所 P_空気槽 西御所 P③PM 2.0  

西御所 
ポンプ場 

雨水 設計費 － － － 9.2    改築実施設計 9.2 9.2  

マンホール 
ポンプ場 

汚水 負荷設備 2002 21 － 20 時間 260018 柏原東 MP_ポンプ制御盤 MP① 20.0 ※  

マンホール 
ポンプ場 

汚水 監視制御設備 
2002～
2013 

10～21 － 6.4 
時間 260017 柏原東 MP_引込開閉器盤 MP① 4.0 ※  

時間 260020 柏原東 MP_自動通報装置 MP① 2.4 ※  

マンホール 
ポンプ場 

汚水 計装設備 2002 21 － 4 時間 260019 柏原東 MP_水位計 MP① 4.0 ※  

マンホール 
ポンプ場 

汚水 設計費 － － － 3    改築実施設計 3.0 3.0  

合計      202.6 ※柏原東 MP：MP①合計＝30.4 百万円 

 

 

8-5.申請書との整合 

  申請書の改築計画として記載した概算費用（状態監視保全、時間計画保全が対象）の内訳を以下に示す。 


